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［要約］社会の急激な変化に伴い、高等教育機関では学位を補完するマイクロクレデンシャルやオープンバッジ

の導入が急速に進んでおり、愛媛大学等においても厳格な質保証を伴う公式証明（ハイステイク・バッジ）の制

度化が行われている。しかし、厳密な評価を前提とする証明プロセスは、市民のインフォーマルな学習や自発的

な地域活動の機動的なレコグニションには限界がある。本研究は、大学が発行する厳格な公式証明と並行して、

評価よりも「つながりの可視化」に特化した「ローステイクバッジ」を機動的に展開するデュアルモデルを提案

した。本稿では、ローステイクバッジを空間・時間・対象の3軸からなる全 12象限のマトリクスとして体系化し、

１時間にも満たない学修時間の「ナノラーニング」や微小な地域貢献である「ナノコントリビューション」を承

認の対象に包含した。さらに、これらの微小な承認がデジタルウォレットにスタックされ、ハイステイクな学修

履歴へと接続・昇華されるメカニズムと技術的展望、そして実装上の課題を検討した。本モデルは、大学をハブ

として地域の隠れたソーシャルキャピタルを発掘し、持続可能な地域レジリエンスと創造的ネットワークを構築

するための実践的基盤となる。 

［キーワード］オープンバッジ, マイクロクレデンシャル, ローステイクバッジ, オープン・レコグニション 

 

1. はじめに 

1.1 高等教育における学修歴証明の転換 

社会の急激な変化と知識基盤社会の進展に伴い、高

等教育機関には従来の学位というマクロな証明に加

えて、より粒度が細かく生涯学習の文脈に即した「マ

イクロクレデンシャル」の発行が求められている

（OECD, 2023）。マイクロクレデンシャル普及の背景

には、急速な社会変化に取り残されないための継続的

な知識のアップデートと、産業界のニーズと大学教育

の間に存在するスキルギャップを埋めるという強い

社会的要請が存在する（Pawilen, Tomida & Eugenio, 

2023）。マイクロクレデンシャルは、経験的かつ実践

的でコンピテンシーに基づいた学習証明であり、学習

者に個別最適化された学びや柔軟な生涯学習へのア

クセスをもたらすものとして位置づけられる。 

このような潮流はアジア地域においても急速に制

度化されつつある。例えばフィリピンでは、高等教育

委員会（CHED）が 2025年にマイクロクレデンシャ

ルに関する国家的なガイドラインを策定し、リスキリ

ング・アップスキリングを推進する枠組みを確立した

（CHED, 2025）。日本国内においても、井上（2024）

は、マイクロクレデンシャルが学習者本位の多様な学

びを可能にし、従来の高等教育システムに「第三段階

教育の革新」をもたらす中核的な役割を果たすと論じ

ている。 

さらに井上（2022, 2025）は、教育の新しい仕組み

である「マイクロクレデンシャル」と、それをデジタ

ル空間で流通させるための国際的な技術標準である

「オープンバッジ」の概念的区別と連携の重要性を強

調している。すなわち、マイクロクレデンシャルとい

う教育的価値（中身）を、偽造や改ざんを防ぐ技術に

裏打ちされたオープンバッジというデジタル証明の

仕組み（器）に載せて発行することで、国境や機関を

越えた質保証と流動性が担保されるのである。この技

術的裏付けにより、日本国内の大学においても、学生

の正課・正課外の学修歴の証明や、社会人のリカレン

ト教育の可視化ツールとして、オープンバッジの導入

が急速に拡大している。 

 

1.2 日本の大学におけるオープンバッジ導入事例 
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国内の高等教育機関において、オープンバッジは単

なる「デジタル化された修了証」という枠組みを超え、

各大学の教育理念や戦略に基づいた多様な展開を見

せている。本研究の独自のフレームワークを提示する

前提として、国内で先駆的な取り組みを行っている代

表的な大学の動向を整理する。 

芝浦工業大学：自動発行基盤の構築 

国内の大学におけるオープンバッジ発行の最初の

本格的な取り組みとして特筆すべきは、芝浦工業大学

の事例である。同大学は 2020 年から学修歴証明書や

デジタルバッジの発行実証実験をいち早く開始し、国

内のデジタル証明推進を牽引してきた。学内において

は「デジタル学修歴証明運用規程」を整備し、オープ

ンバッジの定義や運用ルールを厳格化している。2024

年度からは履修証明等のデジタルバッジ自動発行も

開始し、正課授業だけでなく正課外活動（海外派遣や

研修など）を通じた多様な学びの成果を、学生自身が

バッジとして受け取り、就職活動等で活用できる環境

を整えている。単なる単発の発行にとどまらず、シス

テム連携による「自動発行」の基盤を確立し、学修者

の主体的な証明手段として社会に開いている点は、他

大学のモデルケースとなっている。 

サイバー大学：学位プログラム全体への体系的導入 

完全オンライン大学であるサイバー大学は、2024年

度のカリキュラム改編に伴い、学位プログラム全体の

なかに「ブロンズ」「シルバー」「ゴールド」「プラチナ」

の 4 段階のランクで学修成果を証明する全 29 種類の

積み上げ型マイクロクレデンシャルを定義した。単発

のプログラムではなく、学位プログラム全体で体系的

にマイクロクレデンシャルを採用した点は国内初の

取り組みであり、第 2回オープンバッジ大賞では教育

機関として初の大賞を受賞している。AIやビジネスと

いった特定のクラスター（科目群）を修了するごとに

上位のバッジを取得できる設計は、学習者の明確な目

標設定と継続的なモチベーション維持に直結してい

る。 

追手門学院大学：独自アプリとの連携 

追手門学院大学は、「教育の質保証」と「学修成果の

可視化」の一環として 2025年 4月よりオープンバッ

ジの運用を開始した。同大学の大きな特徴は、全学部

生が履修可能な共通教育科目（数理・データサイエン

ス・AI教育プログラム、グローバルコミュニケーショ

ン、チームで協働する力）を対象としている点に加え、

学生が獲得したバッジを標準の「オープンバッジウォ

レット」だけでなく、大学独自開発の「OIDAIアプリ」

上でも確認できるシステム連携を実現したことであ

る。学生の日常的なデジタル接点であるスマートフォ

ンアプリに学習証明を統合することで、より身近でシ

ームレスな学習体験を提供している。 

東北大学：リカレント教育とキャリア設計の支援 

国立大学の先進事例として、東北大学は 2022 年 7

月にオープンバッジを導入した。「社会とともにある

大学」という理念のもと、産業界や社会の変化に応じ

た社会人の学び直しの機会（リカレント教育・リスキ

リング）の展開と、学生が学位とは別に身につけた知

識やスキルを学修履歴として明示できるようにする

ことを目的としている。個人の学修成果を可視化する

ことで、今後の学習プランやキャリア設計の構築を支

援する、包括的なクレデンシャル戦略を展開している。 

 

1.3 デュアルモデルの提案 

こうした全国的なマイクロクレデンシャルの普及

と高度化の潮流の中、愛媛大学においても全学的な制

度基盤の整備が進められている。本学では、令和 7年

3 月に「愛媛大学公式オープンバッジに関する要項」

が施行された。この要項は、本学が提供する教育プロ

グラム等（本学の学生以外の者を対象とするプログラ

ムを含む。）の受講生の学習モチベーションを向上さ

せるとともに、本学の学習成果証明の国際通用性向上

に寄与することを目的としている。 

この公式オープンバッジは、本学が機関登録された

一般社団法人オープンバッジ・ネットワークの発行サ

ービスにより発行される。対象とする教育プログラム

等の決定は、ICT推進室長への申請に基づき ICT推進

室の議に諮られた後、学長が決定するという厳格なプ

ロセスを経る。これは、教育プログラムの修了証明と

して高い信頼性と質保証を担保する「ハイステイク」

なアプローチであり、オープンバッジの社会的信頼を

高いものにしている。 

その一方で、前述の他大学の事例も含め、厳密なア

セスメントを前提とするマイクロクレデンシャルは、

権威ある証明となる一方で発行のハードルが高く、地

域市民のインフォーマルな学習や自発的な参画を機

動的にすくい上げるには限界がある。 

そこで本研究では、評価の厳密性よりも「参加の承

認」と「つながりの可視化」に特化した「ローステイ
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クバッジ」という概念を導入する。本研究は、科研費

プロジェクトによって独自導入したオープンバッジ

プラットフォーム（OBP）と自律的発行システムを活

用し、厳格な公式ハイステイクバッジを「コア」とし、

機動的なローステイクバッジをそこへ至る「周辺」の

入り口として機能させるデュアルモデルの有効性を

検証し、地域社会におけるレジリエンス構築への寄与

を考察する。 

 

2. 理論的枠組み 

本研究におけるローステイクバッジの機能は、以下

の3つの理論的枠組みに依拠する。 

「評価」から「承認」へ 

本研究のローステイクバッジは、能力の評価ではな

く、インフォーマルな経験やコミュニティへの参加を

承認する「オープン・レコグニション」の実践として

位置づけられる。 

境界オブジェクト（Boundary Object）としての機能 

Star & Griesemer (1989) が提唱した「境界オブジ

ェクト」の概念を援用する。バッジは、大学、地域住

民、自治体、高校生といった異なるアクター間におい

て、「誰がどのような活動に参加したか」という共通言

語を形成する媒介となる。 

ソーシャルキャピタルと正統的周辺参加 

地域のレジリエンスを高めるためには、人々の間の

信頼やネットワークといった「ソーシャル・キャピタ

ル」（Putnam, 2000）の蓄積が不可欠である。Lave & 

Wenger (1991) の「正統的周辺参加」の理論に基づき、

バッジという小さな成功体験（ゲーミフィケーション

要素）が動機づけとなり、コミュニティの中心的な活

動への継続的な関与を促す。 

本研究では、地域社会に向けて発行されるローステ

イクバッジを「空間（場所に依存/非依存）」「時間（同

期/非同期）」「対象（自分/他者/モノ・技術）」の 3軸か

らなる全 12象限（2×2×3）のマトリクスとして体系

化した。特に、年単位・月単位の学習を評価する既存

のクレデンシャルに対し、本フレームワークは数分単

位の「ナノラーニング」や、日常の微小な地域貢献で

ある「ナノコントリビューション」をも承認の対象と

して包含する。 

 

3. ローステイクバッジの体系化 

表1は、本研究で定義したローステイクバッジによ

る多様な承認（レコグニション）の形態を、空間・時

間・対象の 3 つの次元から全 12 象限にマッピングし

たものである。本マトリクスは、地域社会におけるイ

ンフォーマルな学習や参加のコンテキストを網羅的

に捉え、それぞれの特性に合致したシステム実装（技

術仕様）を導き出すためのフレームワークとして機能

する。 

マトリクスを構成する各軸の意図と特徴は以下の

通りである。第一に、「空間（場所に依存／非依存）」

と「時間（同期／非同期）」の 2軸の交差は、学習や活

動が行われる文脈のグラデーションを示している。例

えば、①「場所依存×時間依存」の象限は、特定の会

場に集い熱量を共有するイベントの活動を指す。対極

にある④「場所非依存×時間非依存」の象限は、いつ

でもどこでもオンライン経由で実行可能な、日常に溶

け込んだ微小な活動を意味している。本研究は、これ

ら①から④までの時空間をシームレスにつなぐこと

を企図している。 

第二に、「対象」の軸は、学習者の志向性（エンゲー

ジメントの向かう先）を 3つの次元で示している。「自

分」は知識の獲得や内省といったインプット的側面

を、「他者」は他者との交流やコミュニティ形成といっ

た相互作用的側面を、「モノ・テクノロジー」は地域資

源やデータへの働きかけといったアウトプット的側

面を表す。 

本マトリクスにおいて、特に地域レジリエンス構築

の中核を担うのが、表内に太字で示した 5つのカテゴ

リである。例えば、防災訓練等における「隠れたソー

シャルキャピタルの発掘」や、ハッカソンでの「イノ

ベーション誘導」は、①の象限（場所依存×時間依存

×他者）に位置づけられる。ここでは、その場にいる

ことの熱量を即座に可視化するため、動的QRコード

を用いた即時発行システム（シンクロナス型）という

技術仕様が必然的に求められる。 

一方、地域の文化財や避難所を巡る「地域資源との

ネットワーク構築」は、②の象限（場所依存×時間非

依存×モノ）に該当し、静的 QR や GPS を用いた非

同期なスタンプラリー型の発行スタイルが適してい

る。 

さらに、本研究が独自に焦点を当てる日常の「ナノ

ラーニング（自分）」と「ナノコントリビューション（モ

ノ）」は、④の象限（場所非依存×時間非依存）に位置

づけられ、Web サイトのスクロールや外部 API との
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連動による自動トラッキング機能によって承認され

る。 

このように、本マトリクスは、地域のレジリエンス

が単一のイベント参加だけでなく、日常の微小なイン

プットとアウトプットの循環によって構築されるこ

とを示している。同時に、どの象限の活動を承認する

かによって、必要となる OBP との連携手法やシステ

ム要件が論理的に決定されることを裏付けている。

 

 

表1：ローステイクバッジの 12象限マトリクスと技術仕様 

 

空間 × 時間 対象 バッジの役割と体験例 実現するためのシステム実装例 

① 場所依存 

 × 時間依存 

(現地・同期) 

自分 
現地での講義受講や深い内省の承認 

例：対面ワークショップ参加 
動的QRコード（会場スクリーン投影） 

他者 
地域人材のスキル発掘・イノベーション誘導 

例：防災訓練での交流、ハッカソン 
動的QRコード ＋ 役割選択・推薦フォーム 

モノ 
現地資源への集団での直接介入 

例：一斉海岸清掃 
動的QRコード（活動完了時に現場で提示） 

② 場所依存 

 × 時間非依存 

(現地・非同期) 

自分 
現地資源への集団での直接介入 

例：各自での海岸清掃 
静的QRコード ＋ GPS位置情報検証 

他者 
場所を介した非同期の交流 

例：交流ノートへの書き込み 
静的QRコード ＋ コメント投稿Webhook連動 

モノ 
地域資源と個人のネットワーク構築 

例：名所・避難所のスタンプラリー 
静的QRコード ＋ 現地パスコード/GPS検証 

③ 場所非依存 

 × 時間依存 

(遠隔・同期) 

自分 
リアルタイムの遠隔学習 

例：オンライン防災セミナー視聴 
時限付き発行リンクを自動配布 

他者 
遠隔地間での同期的な交流 

例：オンラインワークショップでの議論 
発行用パスコードを口頭伝達 

モノ 
デジタル空間での共同作業 

例：データソン等での同時編集作業 
共同編集ツールのAPI/Webhook連動 

④ 場所非依存 

 × 時間非依存 

(遠隔・非同期) 

自分 
日常のナノラーニング 

例：Web記事の読了、防災動画の視聴 
Webサイトのスクロール完了イベントフック 

他者 
日常的な他者サポート 

例：SNSでのイベント情報拡散 
掲示板システム / SNSのWebhook連携 

モノ 
日常のナノコントリビューション 

例：ハザードマップの更新 
外部データサービスの更新APIトリガー 

 

 

4. ローステイクからハイステイクへの接続モデル 

前章で定義した 12 象限のレコグニションセルは、

単体では微小な証明に過ぎないが、これらが蓄積され

組み合わさることで、愛媛大学が規定する公式オープ

ンバッジ（ハイステイク・マイクロクレデンシャル）

へと質的転換を遂げる。そのメカニズムを以下の 3点

で示す。 

スタッキング・モデル 

「知る（インプット）」「交わる（インタラクション）」

「実践する（アウトプット）」という異なる次元のセル

をバランスよく収集（スタッキング）した際に、上位

の公式バッジの申請要件を満たすよう設計する。 

RPL（先行学習の承認）エビデンス・モデル 

公式要項において、教育プログラム等の修了者が不適
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格であることが判明した場合、実施責任部局等の長は

当該修了者に発行した公式オープンバッジの失効を

申請しなければならない 。このようなミスマッチを

防ぐため、ローステイクバッジ群は改ざん不可能なメ

タデータを持つ「検証可能な eポートフォリオ」とし

て機能し、大学外でのインフォーマルな経験を客観的

に評価する強固なエビデンスとなる。 

成長軌跡の証明 

学習者が「自分に向かう（自己学習）」象限からスタ

ートし、徐々に「他者に向かう」「モノに向かう」象限

へと活動を高度化させていく。このマトリクス上を横

断・移行した軌跡そのものが、共同体への深いコミッ

トメント（熟達）を示し、ハイステイクなクレデンシ

ャル授与の正当性を裏付ける。 

 

5. APIを活用した実装可能性と技術的課題 

本フレームワークは理論上の構想にとどまらず、既

存OBPのAPIを活用した独自システム開発によって

実装可能である。一方で、アーキテクチャに起因する

課題も存在する。 

 

5.1 APIによるレコグニションセルの実装 

OBP が提供する発行用 API を利用することで、独

自に開発したフロントエンドからの信号をトリガー

とし、システムが自律的にバッジを発行できる。例え

ば、表1の「①場所依存×時間依存（会場での即時発

行）」を実現するため、数秒ごとに新しいURLトーク

ンを生成する動的QRコードを会場スクリーンに投影

するWebアプリを構築する。これにより、不正なURL

共有を防ぎつつ、参加者のスマートフォンからAPI経

由で摩擦なく即時発行することが可能となる。また、

APIリクエストに動的な証拠を含めることで、役割や

コンテキストをメタデータとしてバッジに焼き込む

ことができる。 

 

5.2 現在のシステム仕様における技術的課題 

完全な「ピア・ツー・ピア（P2P）承認」の困難さ 

OBP の提供する API は発行組織の中央集権的な認

証キーを用いるため、学習者間で直接バッジを贈り合

う純粋な P2P 承認メカニズムをネイティブに実装す

ることはできず、中央システムを経由したプロキシ

（代理）発行とならざるを得ない。 

ナノレコグニションによるバッジ疲労 

日常のナノコントリビューションをすべて個別の

バッジとして発行すると、デジタルウォレットが極小

のバッジで埋め尽くされる。現在の一般的な OBP に

は「同一バッジの内部ステータス（経験値等）だけを

更新する」機能がいまだ実装されていないと考えられ

るため、フロントエンド側でこれらをグループ化して

見せる複雑なUI/UX設計が求められる。 

 

コンテキストの真正性担保 

独自システムを用いた自動発行において、GPSの偽

装や遠隔からのQRコード読み取りといった不正を完

全に防ぐことは難しい。ローステイクバッジが最終的

にハイステイクなクレデンシャルへの接続要件とな

る以上、トラストモデルのシステム的な担保が今後の

課題である。 

 

6. 結論と今後の展望 

本研究は、大学をハブとしたローステイクバッジの

機動的展開が、地域の隠れたソーシャルキャピタルを

発掘し、創造的ネットワークを形成するための有効な

手段であることを論じた。ハイステイクなオープンバ

ッジを中心とした時、補完的な非公式システムによっ

て展開されるローステイクバッジ群は、市民が日常の

中で無理なく地域や大学と関わり続けるための「周辺

の入り口」として機能する。 

今後は、構築したマトリクスに即したシステム等の

プロトタイプ開発と実践事例を積み重ね、本研究が提

案したデュアルモデルの有効性を実証していくこと

が求められる。 
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